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企業会計基準適用指針公開草案第 69 号「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針（案）」 

企業会計基準適用指針第 8 号「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（最終改正 2013 年（平成 25 年）9 月 13

日）を次のように改正する（改正部分に下線を付している。）。なお、従来和暦による表記を行っていた箇所について、西暦による表記を

追記するなどの形式的な修正を行っているが、当該修正のみを行っている箇所は、本新旧対照表に含めていない。 

公開草案 現行 

企業会計基準適用指針第 8 号 

貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針 

2005年（平成17年）12月 9日 

改正2009年（平成21年） 3月27日 

改正2013年（平成25年） 9月13日 

最終改正20XX年 X月XX日 

企業会計基準委員会 

 

 

企業会計基準適用指針第 8 号 

貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針 
 

平成17年12月 9日 

改正平成21年 3月27日 

最終改正平成25年 9月13日 

企業会計基準委員会 
 

本適用指針は、平成 30 年 2 月 16 日までに公表された次の会計基

準等による修正が反映されている。 
・ 企業会計基準適用指針第 26 号「繰延税金資産の回収可能性

に関する適用指針」（平成 27 年 12 月 28 日公表） 

・ 企業会計基準適用指針第 28 号「税効果会計に係る会計基準

の適用指針」（平成 30 年 2 月 16 日改正） 

  

2020 年 9 月 11 日 
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公開草案 現行 

適用指針 

純資産の部の表示 

3.  純資産の部の表示は、次の例による。 

（個別貸借対照表）       （連結貸借対照表） 

純資産の部 純資産の部 

Ⅰ株主資本 Ⅰ株主資本 

(省 略)  (省 略) 

Ⅱ評価・換算差額等 Ⅱその他の包括利益累計額 

(省 略)  (省 略)  

Ⅲ株式引受権 Ⅲ株式引受権 

Ⅳ新株予約権 Ⅳ新株予約権 

  Ⅴ非支配株主持分 

純資産合計 純資産合計
 

適用指針 

純資産の部の表示 

3.  純資産の部の表示は、次の例による。 

（個別貸借対照表）       （連結貸借対照表） 

純資産の部 純資産の部 

Ⅰ株主資本 Ⅰ株主資本 

(省 略)   (省 略) 

Ⅱ評価・換算差額等 Ⅱその他の包括利益累計額 

(省 略)  (省 略)  

Ⅲ新株予約権 Ⅲ新株予約権 

  Ⅳ非支配株主持分 

純資産合計 純資産合計

 

 

適用時期 

8-4.   20XX 年に改正された本適用指針（以下「20XX 年改正適用指

針」という。）の適用時期は、20XX 年に公表された純資産会計

適用時期 

（新 設） 
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公開草案 現行 
基準と同様とする。 

 

結論の背景 

純資産の部における項目と会計処理 

資本連結における子会社の資本及び持分法の適用における被投資会

社の資本 

25-3.   実務対応報告第●号「取締役の報酬等として株式を無償交付

する取引に関する取扱い」においては、株式引受権はストック・

オプションにおける新株予約権と同様の特徴を有するとして

おり、子会社の株式引受権は子会社の新株予約権と同様に資本

連結における子会社の資本には含まれないものと考えられる

ため、20XX 年改正適用指針においては第 5項の修正は行ってい

ない。 

 

結論の背景 

純資産の部における項目と会計処理 

資本連結における子会社の資本及び持分法の適用における被投資会

社の資本 

（新 設） 

在外子会社の純資産の換算 

30-3.   株式引受権は我が国における会社法の規定に基づき行われ

る取引によって計上されるものであることから、在外子会社に

おいて株式引受権が計上されることはないと考えられ、20XX 年

改正適用指針においては第 7項の修正は行っていない。 

 

在外子会社の純資産の換算

（新 設） 

以 上 


